
統計及び

近年の動向



全国の児童相談所
　　　　　　　　　虐待相談対応件数の推移



児童虐待防止法（H12.11）施行後の児童虐待
相談・通告受理件数及び認定件数の推移



一時保護実施件数（虐待以外の養護・育成・非行相
談等も含む）の推移（H21年度～平成30年度）

上段：乳児院・児童養護施設等への一時保護委託 
下段：一時保護所での一時保護 



　　児童福祉法等の一部を改正する法律（平成28年法律第63号）の概要

全ての児童が健全に育成されるよう、児童虐待について発生
予防から自立支援まで一連の対策の更なる強化等を図るた
め、児童福祉法の理念を明確化するとともに、母子健康包括支
援センターの全国展開、市町村及び児童相談所の体制の強
化、里親委託の推進等の所要の措置を講ずる。

１．児童福祉法の理念の明確化等
（1）児童は、適切な養育を受け、健やかな成長・発達や自立等を保障され

　　ること等の権利を有することを明確化する。

（2）国・地方公共団体は、保護者を支援するとともに、家庭と同様の環境

　　における児童の養育を推進するものとする。

（3）国・都道府県・市町村それぞれの役割・責務を明確化する。

（4）親権者は、児童のしつけに際して、監護・教育に必要な範囲を超えて

　　児童を懲戒してはならない旨を明記。



児童福祉法等の一部を改正する法律の概要（その２）

３．児童虐待発生時の迅速・的確な対応
（1）市町村は、児童等に対する必要な支援を行うための拠点の整
　　備に努めるものとする。
（2）市町村が設置する要保護児童対策地域協議会の調整機関に
　　ついて、専門職を配置するものとする。
（3）政令で定める特別区は、児童相談所を設置するものとする。
（4）都道府県は、児童相談所に①児童心理司、②医師又は保健
師、
　　③指導・教育担当の児童福祉司を置くとともに、弁護士の配置
　　又はこれに準ずる措置を行うものとする。
（5）児童相談所等から求められた場合に、医療機関や学校等は、被
　　虐待児童等に関する資料等を提供できるものとする。


